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舛 添 知 事と真 摯 な 議 論 を 展 開
災害に強い都市構築をめざして災害に強い都市構築をめざして

都内には病院
や特別養護老人
ホームなどの要配
慮者利用施設が
「土砂災害防止特
別警戒区域」内に
39か所もあり、優
先的に急傾斜地崩
壊対策事業を実施

する必要があります。都はこれらの施設
の避難体制整備を進めると共に、傾斜地
の崩落防止工事を進めていく方針です。
さらに、土砂災害時の学校の安全確保

のため、学校設置者や区市町村の防災
担当に対して、ハード、ソフトの両面から
学校の土砂災害対策に必要な情報提供
を行うなど、児童生徒の安全確保を図り
ます。

急傾斜地の災害対策を求める

不燃化特区制度は、戸建て住宅への
建替え助成や固定資産税等の減免な
ど、従来の木造密集地域の不燃化対策
からより踏み込んだ支援策が必要です。
　今後、都は、区の取組を効果的に後
押しし、木造密集地域の不燃化をさら
に推進していきます。

不燃化特区制度の推進策を提案

Countermeasures against calamities

都議会公明党は首都直下地震
の発生に備え、米国のFEMA（緊
急事態管理庁）をモデルにした、
東京版「FEMA」の創設を改めて
提案。
今後、組織運営のあり方や対応

の仕方などを参考にし、迅速に人
命救助など災害活動ができるよう
都の危機管理体制を充実・強化し
ます。
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都は新たに策定する文化ビジョンで、
障がい者アートを主要な柱と位置づけ、
誰もが文化芸術に親しめる文化芸術都
市の構築を推進していきます。

障がい者の文化芸術活動を推進五輪開催都市に求められる受動
喫煙防止対策を進めるため、これ
まで都は、研修会の開催や健康被
害に関する職場向けのハンドブッ
ク配布など、受動喫煙防止の普及
啓発を行ってきました。また、分煙
方法紹介のリーフレットや禁煙・分
煙の取組状況を店頭に表示するス

テッカーを配布
しています。今後
も五輪開催都市
にふさわしい受
動喫煙防止対策
を積極的に進め
ていきます。
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The measure for the Tokyo Olympic Games東京五輪への取組

災害対策

本年5月、難病法が成立し、来年
夏には医療費助成対象疾病を300
まで拡大し、助成対象者は約150
万人へと倍増。都においては約15
万人の方が新制度の対象となる
見込みです。都はこれまで国制度
とは別に、独自で23の疾病を医療
費助成対象としてきました。新制
度に移行し仮に23の疾病のうち
助成対象外の疾病が出ても、都は
自己負担額を設けるものの、助成
を継続していきます。
今後も難病患者の方々が安心し

て医療が受けられるよう全力で取
り組みます。

緊急の課題である保育所の待機
児童や特別養護老人ホームの待機
者の解消に向けて、区市町村が都
有地等を活用しやすいよう、適切に
情報提供することが重要です。
今後、都は活用可能な都有地等

の情報の一元化や都有地の貸付準
備の迅速化を進め、福祉施設整備
を促進します。
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女性の創業を一層促進するためには、
女性起業家が活躍できる環境整備など

支援の充実が重要です。都では
起業家育成セミナーの女性向け
コースの拡充や、専門家による
具体的な助言を行っています。
　今後は、民間のノウハウを活
用しながらインキュベーション施
設※等の利用に加え、身近な空き
オフィスなどのマッチングを支
援していきます。
※起業や創業をするために活動する施設

人口減少社会の到来を迎え、あ
らゆる分野で女性登用や就業継
続などの環境整備が求められて
います。
今後都は、夫

婦でワーク・ラ
イフ・バランス
の理解を深め
る啓発冊子の
作成や、都内の
大学に指導教
材の素材を提
供します。
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Educational measure

都内の小中学校では、平成25
年度に都独自の補助事業で、普通
教室の冷房化を完了しました。さ
らに、今年度から、小中学校を対
象に音楽室、パソコン室、図書室、
視聴覚室が補助対象になり、
今後調理室、家庭科室、理科室

の冷房化を総合的に検討します。
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Educational measure教育施策

女性支援
女性の創業支援

舛添都知事は都議会公明党の
提案を受け、北京市に続きソウル
市を訪問。ソウル市長との会談で
は関係発展に向け、都市の安全
安心対策、環境、オリンピックな
どの分野で協力していく合意書を
締結するなどの都市外交を推進。
安定した外交関係は日本経済の
土台であり東京の活力源です。多
様な都市外交の推進で東京五輪
の成功にも結びつけていきます。

都市外交
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後
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交

City diplomacy

危険ドラックの使用で意識障害や
呼吸困難等により、救急搬送される
ケースや重大な交通事故が頻発し、
大きな社会問題となっています。使
用者の心身を蝕む、危険ドラッグの
被害は計りしれません。平成17年、
都は国に先駆け「東京都薬物の濫
用防止に関する条例」を制定。今定
例会での条例改正によって警察職
員の、危険ドラッグ販売店等への立
ち入り調査権限が付与されました。
今後とも行政、警察、地域が一体
となり危険ドラッグの根絶に全力を
尽くします。
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定

Dangerous drug
measure危険ドラッグ対策

本会議で論戦を展開

福祉先進都市・東京を
めざして

福祉施策



● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

トミンハイム横川１丁目団地の
モデル事業を視察

都営瑞江葬儀所の
火葬件数増加を申し入れ

　第2回定例会における加藤都議
の提案を受け、都は蛇口から出る
水をそのまま飲めるという日本の
水道文化を継承しようと、国内外
からの観光客らが行き交う東京国
際フォーラムの地上広場に、「まち
なか水飲栓」を設置しました。
　この水飲栓は、都水道局のキャ
ラクター「水滴くん」をモチーフに
したデザインで、高さは約1.3メー

トル。大人と
子ども用の
飲み口を設

け、冷水機能や災害時の応急給水
機能も備えています。
　広場に居合わせたインドからの
旅行者は水飲栓の水を飲みなが
ら「富士山の麓で飲んだ水と同じ
くらい、おいしい！」と目を丸くして
いました。

「まちなか水飲栓」が完成
安全でおいしい水のPRに貢献
「まちなか水飲栓」が完成
安全でおいしい水のPRに貢献

　葛飾区にある火葬場併設の四ツ木斎
場が改築工事に伴い、2015年2月から
16年11月まで休止が予定されていま
す。休止期間は同斎場を主に利用する
葛飾、墨田などで火葬に支障が生じるお
それがあるため、都議会公明党は都に
対し、休止中は都営瑞江葬儀所の火葬
件数を可能な範囲で増やすことを求め
る要望を行いました。

既存住宅
都内初

※LCP（Life Continuity Performance＝居住継続性能）

「防災」「観光」
「生活」災害に強い「LCP※住宅」が始動！ 対策の強化！！
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　トミンハイム横川では、各世帯が電力
会社と個別契約する方式から、マンショ
ン全体で電気を一括購入して電気代を
安くする「高圧一括受電」方式に変更し、
停電時に給水ポンプとエレベーターの
運転を可能にする自立発電設備を居住
者負担ゼロで設置しました。
　また、使用中の電気量がリアルタイム
にデジタル表示（見える化）されるス
マートメーターを備え、数値はインター
ネット上からも確
認が可能です。
　東日本大震災
の際、都内にある
多くの住宅では
建物の損壊はな
くても停電によっ
て水の供給やエ
レベーターが停
止し、自宅で生活できず近くの公共施設
に避難するケースが多発しました。
　高層マンションをはじめ共同住宅を
多く抱える東京で、震災による停電時で
も水の供給やエレベーターを稼働させ、
自宅で過ごせる住宅を増やせば大量の
避難者を出すことを防ぐことができ、仮

設住宅の建設も抑制できます。
　こうした考えから都議会公明党は、新
耐震基準を満たす共同住宅に居住継続
が可能な設備を導入するよう訴えてきま
した。特に、新築よりも合意形成の面から
困難が予想される既存住宅に導入が進
めば災害対策に効果が期待できることか
ら、公社住宅などでモデルを示すよう都
に求めていました。

自立型発電設備の前で説明を受ける都議ら

スマートメーター（次世代電力計）
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真新しい水飲栓の前で都の担当者と意見交換

インドからの旅行者

前田建設局次長（当時）に申し入れ

電力メーター 業
務
区
分 ：一括受電業者

ガス高圧電力供給

〈停電時〉

《L P C住宅の概念図》
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停電時には自立型発電設備からエレ
ベーターと給水ポンプに電力を供給

一括受電業者が検針・
電気代請求業務を行う
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：電力会社

トミンハイム横川でのメリット
①電気料金が約 2%削減
②停電してもエレベーターと
　給水ポンプが稼動
③見える化で節電意識が向上
④住民負担は一切ゼロ

防災資機材の設置が実現!
自主防災組織が発足
防災資機材の設置が実現!
自主防災組織が発足

　都議会公明党は昨年3月、東京都
住宅供給公社の河島理事長（当時）
に対し、首都直下地震などあらゆる
災害に備えるため、各自治会で防災
資機材の整備・拡充を急ぐ必要があ
るとして、（1）防災活動で必要な資機
材の支援（2）資機材の保管場所の提
供を強く求める要望を行いました。
　河島理事長は、「積極的に対応した

い」と述べ、申請の
あった自治会に対し
ては、非常用発電機
や投光器などの無償
提供を行う考えを示
しました。そして、昨
年6月から申請の受付
がスタートしました。
　これを受けトミン
ハイム横川1丁目団地では、LCPの導
入に合わせて防災意識がさらに高ま
り、自主防災組織を新たに立ち上げ
ました。そして「防災コミュニティ活動

支援制度」※を利用して資器材の配備
を行いました。地域防災力向上の取
り組みに心から感謝いたします。

　公社住宅で自主防災組織（自治体や消防署などに登録し、居住世帯の過半数で
構成される自主防災活動を行っている自治会など）に対し、防災資機材の無償提
供や購入費の助成などを行う制度。
　防災セット（発電機や投光器、救出工具）の無償支給のほか、携帯用の浄水器や
コンロをはじめ、トランシーバー、担架、はしごなど公社が指定する資機材の購入
費を、管理戸数に応じて30万円から120万円の上限を設けて助成。
　また、掃除道具入れや倉庫など資機材の保管場所も無償で提供されます。

①防災資機材の提供
　住宅管理戸数に応じて、発電機、投光器、救出工具の「防災セット」
　を提供。また、管理戸数に応じて防災資器材の購入費用を助成。
　例えば、管理戸数500戸までなら30万円を助成。

②防災資機材の保管場所の提供
　住宅内の使用していないスペースを防災資機材の保管場所として
　提供。

③集会所利用への支援
　防災コミュニティ活動を行うため集会所を利用する場合は、使用
　料を月2回合計4時間を限度に無償。

河島公社理事長（当時）に申し入れ

住民の皆さんと共に防災資機材を点検

制 度 の 内 容

受付期間は２０１７年度末まで。支援対象の要件あり。
詳しくは都住宅供給公社　電話：03-3409-2261まで
受付期間は２０１７年度末まで。支援対象の要件あり。
詳しくは都住宅供給公社　電話：03-3409-2261まで

申し込み
問い合せ

※防災コミュニティ活動支援制度とは？


